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1 ．は じめに

　 1999（平 成 1D 年 9月30日に茨城 県東海村の 株式会社ジ

ェ
　一一・シー・オー 似 下 「JCOJと官 う）ウラ ン加工 工 場で

発生 した 臨界事故は、東海村が 旛設綯辺 区域 の 住民（47

世帯 ： 約 150人）の 避難借置を実癒 し、茨城県 が 半径

10  圏内の 東海村邨 珂町・ひた ちなか 市・日立市・常陸
太 田 市 ・瓜 連 町 ・金 砂 郷 町 ・水 戸 市・大宮 町の 住 民 （約 31万

人 ）に屋内退避を要請する事態とな っ た
ln，

。

　 こ の JCO 臨界事故は、原子力 関連 の 事故 と しては わ が

国で 初め て 地域住民 の 緊急時防癰対策が実箆された事例

で あ る。 この 事故 に関 して は、同 年11月19日か ら寞施さ

れ た科学技術庁及び 放射線医学総合研究所等に よるJCO

図 1 屋 内退避 要 鯖の 対 象地 熔

周辺区域住民の 被ばく線量評価を目的とした行動調査の

ほ か に も、地 元 の 地 域住民 を 対象 と して様 々 な鯛 査 が 実

施されてい る。

　市民団体の 反原子力茨城共同行動
S〕
（以下 「共同行動亅と

言 う》は事故発生 か ら2週間後 に東海村・那 珂 町 の 全域と

ひ た ちなか 市の
一

部に新聞折 り込みで 調査票を配布 しフ

ァ ッ ク ス 等で 回答 を募るア ン ケートを 行い （回 答者 ：143

人 ）、住民 の 事故第
一

報の 入 手 状況 や行 政対 応 へ の 評 価

結果等を報告 して い る．

　江 尻
4，は6週 間後に東海村民 を 対象に ア ン ケート躙査 を

行い （回答者 ：233人 ）、東海村民 の 事故に よる不安とその

要 因 を明 らか に し、行政及 び報道の 情報伝達に 対す る住

民 の 評価結果を報告 して い る。

　東海村sは防災体制 に反映 させ る こ とを目的に 13週間

後 に東海村民 を対象 に ア ン ケート調 査 （回答者 ：546人 ｝及

び公募による戸別肪問調査（回答者 ：154人｝等を行い 、事

故 当 口 と翌 口の 東 海 村民 の 情報 入 手 状 況 や 心 理 ・行 動 の

実態 、 各種情報源 へ の 評価結果の ほ か、今後の 防災対策

や まちづ く りに 対する村民 の 意見等 を報告 して い る 。

　廣井 らe は 17週間後に東海村｛避 難要請区域以外）・那珂

町 ・ひ た ちなか 市・常陸太田市 の 住民 を 対象 にア ン ケー− F
調査 を行い （回 答者 ：473人 ）、「東海村・那珂 町亅と「幇陸太

田市・ひ た ちな か市亅の 2群間に お い て、事故時の 住民の

情 報 入 手 状況 や 心 理
。行 動 の 突 欟、行 政 対 応 や マ ス コ ミ

報道 へ の 評価結果 、 原 子 力政策への 意見等を比較検尉 し

て い る。また 中村
1〕
は 同 調 査の デ

ー
タを利用 し、地 震時

の情報伝 逮 と比 較 しつ つ 臨界 事故 時の 情報伝達 の 問題点

を指摘 して い る。
　 畏 谷 川 ら

助
は 19週 聞後 に東海村・那珂 町の JCOか ら半径

2ktn圏 内 の 住 民 を 対 象 に ア ン ケー ト鯛 査 を 行 い （回 答

者 ：1，且82人）、身体的・精神的な自覚症状の 有無及 び そ の

内容、行 政対 応 や 原 子 力 政策 へ の 住 民 の 評 価結 果 等 を分
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析 して い る。
　事故発 生 か ら 11ヶ 月後 に は 毎 日新聞

9，が東海村民を対

象 と したア ン ケ
ー

ト調 査 ｛回 答者 ：！ca人 ）を、茨城新聞
10）

が茨城県民を対象とした訪問面接調査 （回答者 ：IP65人）

を実施 しそれぞれ新聞紙上 で 公 表 して い る。こ れらは事

故 か ら 1年が 経過 し た 時 点 で の 村民 ま た は 県民意餓 を調

査 した もの で あ り、調査項 目に事故時 の 状況に 関す る設

問内容は含ま れ て い な い。
齊藤

IL〕
は1年2ヶ 月後 にJCO か ら半径 10  圏の 市町村に

加 え 、 半径60  線上 に位置するっ くば市・い わき市・宇
都宮市・佐原市の 住民を対象に ア ン ケート鯛査を行 い ｛回

答者 ：1，692人》、臨界事散 の 影響や原子 力災害 に対す る

認職等を「東海村亅r那珂 町 亅r水戸 市jr10  線上Jr6ekm線
上亅の 5群間にお い て比較検討 して い る。
　また 、上記の ようなア ン ケート繝査とは異な り、様 々

な立 場 の 地 域 住 民 にイ ン タ ビュ
ーを行 い それ ぞれ の 体験

に基づ く証言を集める試み も行われ て い る
ln

。

　筆者らは、原子力防災計画 や聚急時対 策の 検討に有用

な知 見 を得る こ とを 目的 と して 、事故発 生 当時の 地域住

民へ の 情報伝遡及 び住民 の対 応行動等の 実態を把握す る

た め に 、事故発生 か ら18週間 後 に」（ゆ周 辺 の 住民 を対 象

と した ヒア リン グ調査（回答者 ：兜 人》と、半径10  圏の

市町村民 を対象と したア ン ケ
ート調査 （回答者 ：1298人）

を行 い 、その結果概要を主に単純集計 に墓づ き示 した
B 〕。

他 の 調査 に比べ 、筆者 らの 調査は避難要請区域内の 全世

帯 を 調 査 対 象に す る と と も に、且0  圏 内 で 屋内退避要

請 の 対象人 口が比較的少なか っ た水戸市と大官町を除く

全 て の 市 町村 にお い て 翻査を実施 し た 点に特畏 tsある。
また、調査内容 として 事故発生情報の 入手状混 と避難翼

鯖または屋内退澄要請情報の 入 手状況の 双 方を住民 に尋

ねた 点も特長として 挙げられ る。
　本稿で は、笨者らの 調査デ

ー
タを利用した住民属柱等

と情報接触状況 との 関達性分析 の 結果、及び、住民の対

応行動 の 意思決定 へ の 影響翼因に 関す る分析結果を報告

す る。本稿 の構成は次の とお りで ある。 2．で は事散当 日

の 自治体等の 関係機関か ら住民 へ の 情報提供の 概要を述

べ る。3．で は本調査 の 概翼を示す。4．及び5．で はそ れぞ

it3SOrn圏地区調査 と1dm 圏地域調査 の 結果 として、住

民 の 情報接触状況 や 避 難・屋 内 退避の 奥施状況を示す と

ともに、住民の 避難・屋内退避 の実施！非実施の 意思決定
に 影轡を及 ぼ した 要因 に っ い て 検肘す る 。 最後に6．で鯛

査結果 の ま とめ を行い 考察を述べ る。

衷2事故当日の住民を対象とした惰綴提供等

9．30，
10：35LO

：4311
；16u
：19n
：22

童1：3唱

JCO ：事故発生

JCO ；朿捌 噛消肪本部に救劇 動要請

JCO ：事娜 の 第L吋幽を一斉臨鯔 雷

科学技擶 〒；第
一
報 受値

茨城県 ：第
一
朝曳儒

東海村 ：第→ 顧壁信
且2：00
且2：匿012

：鳳512
：3512
：4012
：46

置2：50

且3：0013

；6613

：0913
：巳113
：30

且4：00

14：箆
14340
巳4：43
且4：50

鮴 ：村内¢ 隣各学校等にr建物酬 二出なレ、よう」櫛

ぴたちなか 西署 ：半径勘 以 内の立 入禁止捕忸

輜 村 ：災慈謝 策本部闘 匿
東鮒 ：防災無線で事教絶生に蘭する広欟 始

那珂町 ：事故を蝕短〔県からの麟 ｝

NHK ：第→ 眠テロ ッ プ逮勘

ひたちなか市 ：事故を覚知価1民からの聞い 合わせ）

東海村 ：広帳璃 こよる広飆 始

那珂町 ；町内の 各学梗辱に屋内退避を指示

フ ジテ レビ ：第
」

思

日立市 ：事敏を鑑知（県からの 軌 X連糊

日本テ レビ ：窮
一
報

駆珂町 ：繊 に防災無線で 「外出 自粛の 要紬 広 綴

駆珂町 3広報車に よる広報開始

日立市 ：災  嚀部設麌

TES ：第
一
翰

瓜連町：事敏を覚知〔県9いらのE糊 ，
ひたちなか市 ：佐和  区の学校等に働内過遵を指示
ひた ちなか市 ：佐和埴区に肪災無線で広繊

テ レビ朝 巳 ：第嗣 隠

巳5：00
匚5rlo
：5：05
！5：3015

：4516
：0016
：L816
；3017

：00

東躑村 ：施股圜辺住民に避隠要請

糊 ：齟 凋 辺地区に広 綴車で避嬉竪請を広級

ひ たち詮力噌r ：防災無線で 市内全贋への広紐蘭始

日立市 ：広轍 巨で広報鬪始

燃 ：舟暦用コ ミセンに最初の遡 瞳庄民が競

東悔村 ：驚設周辺地区に防災無線で遡雎 要蹄を広報

茨娘県 ：災蹴 股置

讎 婀 ：瞰 を蜘 働 ら邸 嗹 絡〕

鵬 町 ：災害対策本部股醗

　　　 ｛この 頃から民放各局の経遺が本賂化1
　　　 仲 際 線の故出が確認される，

18：4018
：45L9
：0020358

綱 町 ：　
驢
　 　 　

，
　 を要請

東海甘 ：学校に退遵してい た児實 蝦 埼全て帰宅

　　　 ｛民放各周の 故送が通常番自田二屡る）

齋海村 ；防災靄腺で「今夜は外出せず家の中で待機を」

2μoo2
！：45

22：0022

：IO22
：3023

：0323
：40

常瞳太酬 r ；災割 闘策本部設 置
ひたちなか市 ：災害対策本締殿置

NHK 富テ ロ ップ逮鞭r茨城県は半径K蠍 内の住民比
　　　　尠 ヨ退避を聯 喝ナる」

金砂郷町 3災書対策掌部股置

　　　 眠 敵の臨一 ｝

瓜遷町 ：広職塵で 広綴開始

茨城県 3半径1〔  以内に屋内退避要蹐

瓜達町 ；災瞞 設置

茨城鑷段帽 回内における優醒物収穫の 自寮嬰講

金砂郷町 3肪災無線 ・オフ トーク通恰による広軅関始

2 ．住民へ の情報提供等

　 こ こ で はJCO で事故 が発生 した 当日の 住民へ の 情報提

供の 実施状況につ い て、自治体等の 関係機関の 対応をま

とめる。 時系列による全体的な経過を表2に示 す
〔1，

。

（1）Jco に よ る事敵 遼綴

　 IO時 3S分頃 に ウ ラ ン加 工 工 場で 発生 し た事故 に 関す る

JCO か ら行政に 対す る 通報 と し て は 10時43分 の 東海 村 消

防本部への 救急車出動翼 請が 最初で あっ たが 、 こ の 時 に

は臨界事故で あ る こ とな どの 状況脱明は なか o た。 そ の

後、JCOは 11時 16分 か ら「臨界事故の 可 能性あ りJとす る

事故通報の 第
一

報を関係機関 に一斉フ ァ ッ ク ス で 送信 し

た 。 そ の 第
一

報 を科学技術庁は 同 19分 に、茨城 鼎 は同 22

分に、東海村は 同34分に受信した 。

　東海村以 外の 周辺 自治体 に は初動段階 にJOO か らの 事

故通報が なく、事故の 覚知を遅 らせ る こ とに な っ た 。

｛2）茨城県の対応

　茨城県はJCOか らの 事故通 報 を 受け た後 、 災害対策本

部 を股 置 し事 態 の 把握 に努 めた ほ か、県警が 現 場付近 で

通行止 めと交通指導を行っ た。12時半頃 には 記者 ク ラブ

に事 故の 第
一
報を 伝え た 。 夕方か ら夜に か けて 中性 子線

の 放出が確認され る と、茨城県 は念 の ための 対策と して

住 民 の 屋 内退 避を 検射 し 、 国 との 協繕 を経 て 、知 事 が 記

者会見 で za時30分に 半径 10  圏 内 の 地域住民 に 対 し屋

内退 避 を要 賄 した 。

（鋤 翼海村の住 昆広鞭
　市 町村と して は 唯

一JOO と原子力安全協定を結ん で い

た東海村は 11時34分に 」00 か らの 事散通 報を受 けた 。 こ

れ を受け東海村は 12時3S分頃か ら防災無線 で 「放射性物

質 が漏れ た らしい 」「外に 出な い よ うに亅と住民 に 事故発

生を知 らせ、外 出自霜 を呼び か け る 広報を開始 した。当

時東海村で は戸 別受信機 が住宅 には 全戸 配 布 され て いた 。
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た だ し事業所や店舗等 には 配 布 されて い なか っ た。
　その 後 、 東海村 は 15時 に誌股周辺区域の 住民 へ の 避難

要 請を決定 し、避難要請 区域内に お い て村職員に よ る戸

別訪問を実旛 したほ か、防災無線 で 広報を行 うなど して

避難要請の 周知 を 図っ た 。

（4》周辺自治体の 住民広銀

　那珂町は 12時40分の県原子 力安全対策踝 か らの 電話連
絡で 事故発 生を覚知 した 。 また、東海村で住民 広報 が行

わ れ て い る こ とを受 け 13時か ら町 内 各学校 に 児童・生捷

の屋 内退 避 を指示 し、13時30分か ら は防災無線を用 い て

事故発生を住 民 に 知らせ る と と もに 外出自粛を呼 び か け

る 広報を開始 した。当時 那 珂 町 で は
一

般に は 戸別受信機

は配布 され て お らず 、 防災無線に よ る住民広報は 屋外ス

ピーカ を介 して行 わ れた。ま た 14時 か ら広報 車両 で 同内

容の 巡回広報を開始 した。
　ひ た ちなか 市は 12時50分に市民か らの 間い 合わせを受

け る こ とに よっ て 事故発 生 を覚知 し、県に事実確認の 連
絡 を行 っ たほ か 、 東海村に も情報提 供を求 めた 。 14時40
分には東海村に接す る佐和地区 の 各学校に屋内退避 を指

示した後、同地区に 対し訪災無線 で 「事故に よる 影響 は

ない 」 と広 報を行 っ た。ひ た ちなか 市で も防災無線 に よ

る住 民広 報は屋外 ス ピーカ を 介 して 行われ た。そ の 後、
当 日夜の 県 に よ る屋内退 避要 請 に 対応 し広報車 両 3台 に

よる巡回広 報を行 っ た。
　 日 立市は市民か らの 問い 合わせ を受ける こ とに よ っ て

事故発生 を覚知 し、県 に 事実砲認 を 行 い 13時09分に 県原

子 力安全対策課 か ら事故概要の 情報をフ ァ ッ クス で 入 手

した。これを受けIS時30分から広報車7台を用い て 「日立

市は風 上 で あ るた め 安全 」と した 上で 「窓を閉め て で きる

だけ外出 しない よう亅呼び か ける広報を朋始 した 。 当時

日立 市では 防災無腺の 広 報 シ ス テム は未整備で あ o た。
　常陸太 田市は 事散 当 日の 午後 か ら広 報車 両 3台 を 用 い

て事敵発生に 関する巡回広報を行 っ た。そ の 後、当 日夜

の 県 によ る屋 内 退避 要請 に対 応 し広 報車 両 を10台 に 増や

し屋内退避の 巡回広 報を行 っ た 。 当時常陸太田市 で は 防

災無線の 広報シ ス テ ム は未整備で あ っ た 。

　瓜 速町 は 14時22分に 県原子力安全対策課から事故概要

の フ ァ ッ ク ス を受け取 り事故を覚知 し た。これを受け県

や 近 隣 自治体等 へ 問 い 合 わせ を行 うが 、 情報が不 十分な

こ とか ら住民広報の 実施は見合わせ、住民か らの 問 い 合

わ せ に個別に 対応 した 。 そ の 後、当 日夜の 県に よる屋内

退 避要 請に 対 応 し広報車両6台を 用 い て 町 内全域で 屋内

退 避の 巡 回広報を行 っ た。 当時瓜 連町 で は 防災無線の 広

報シ ス テ ム は 未整備 で あっ た。
　金 砂郷町 は 16時18分 に県原子力安全対策躁か らの 事故

概要の フ ァ ッ クス を受け取 り事故を覚知した 。 こ れを受

け県に 問い 合わせを行 うが 「金砂郷 町 は安全亅との 回 答な

どか ら住民広報の 奚施は 見合わされた。その 後、当 日夜

の 県 に よ る屋 内退 避 要 請 に 対応 し23時   分 か ら防災無線

と、電話回線を利用 したオ フ トーク通信を用 い て 屋 内退

避 の 広 報 を行 っ た。

（5》テ レビ・ラジ才の 報道

　テ レ ビ で は 、 茨城県が 12時半頃に 記者ク ラブ に伝えた

第
一
報を受けMiK が 12時妬 分 にテ ロ ッ プ表示 で事散発 生

を速報 した の を最初に、：3時 か ら定 時ニ ュ
ース 番組 の 時

間枠を大 幅 に 拡 大 し 特別 番組編成で 報道を行 っ た 。民放

各局は 13時か ら1S時に か け て テ ロ ッ プ表示 な どで 第
一

報

を伝え、情報 番組の 報 道 コ
ーナーを 拡 大す る な ど φ対応

をとっ た後、16時30分か ら17時にか けて 夕方の ニ ュ
ース

番組を前倒 しで 開始す るな ど して各局 とも臨界事故報道

を 本格化させ た。
　ラ ジオ で は、NHK はテ レ ビ と同様の 報道を行 っ たとみ

られ 、 県域ラ ジオ局 の 茨城放送もNHK とほ ぼ同時刻 に第
一

報を放送 した とい うe。

3 ．調査概要

　今回 の 調 査で は 、 （1）東海村に よる遜難要舖区域及 び

そ の 周辺部（350m圏地 区）と、（2）茨城県 に よ る屋 内退避

要請地 域 （！0  圏地 域）に おい て 調査を実地 した。
　なお、東海村 が指定 した避 難 要 請区域 はJCO か ら最も

離れた 地点まで の 距離をとっ て 「3SCIni圏 亅と称 され るこ

とも あ るが、同区域 は 円形で はなか っ た 。 そ の た め 半径

35｛  以内で も避難饗請区域に含まれ な い 場所 もあっ た。
（1）の 調査 で は、半霍35⊂  以内の全域を包含するた め に

避難要晴区域の 周辺 部 も調 査対 象に含 めた 。

（D35αn圏 亀 区に お 1ナる調査

　　婁施 日 ：2000年2月5日〜2月8日

　対象地 区 ：避難要諭 の 対象区域、及びその 周辺部

　鯛査方法 ：訪問 ヒ ア リン グ調査、及 び

　　　　　 訪問留置一郵送回 収ア ン ケート矚 査

　実施状 況 ：表3．1、 表 3．2の とお り

　　回収数 ： 92票 ｛避難要 請区域内：S8，周 辺 部 ：34）

　35Cim圏地区にお ける開査 で は、まず東海村に よ る避

難要鮹区域内の 全戸 （住宅及び店舗・事業所 等）を調 査対

象 とし 、 周辺部に っ い て は住宅地図上にお い て 無作為 に

選択 した住宅を髑査対象と した e 覯査対象の 各戸に は調

査 員 が 訪 問 し、事故 当 日の 昼閥に「35匸  圏内 に い た 人 亅

と「3SOm 圏外 へ 外出 して い た 人亅の 各1名ずつ に 回 答を依
頼 した。調査 対 象者 は 基本的 に成 人 と し、居住者だ けで

な く避難要請区域内の 就労者も含めた。調 査は 可 能 な限
リ ヒ ア リン グ で 行 レ丶 相 手方 の都合 に よ り一部は 調査票

を 留 め 置 き郵送回収 した 。 回答者の 属性を表3。4に示 す 。

（2）10  圏地域に おける調査

　　実施 日 ：2000年2月20日〜22日

　対象地域 ：東海村 ，那 珂 町．ひた ち なか 市，日立 市，常陸太

　　　　　　田市．瓜遮町，金砂郷町 の 10  魎内の 地域
　　　　　　　　（た だ し策海村は避難要請 区域を除 く》

　驪査方法 ： 訪問留置一郵送回収ア ン ケート調査

　回収状況 ：表33の とお り

　　回 収数 ： 1，298粟
10  圏地域に お ける調査 で は、調査対象 の 各市町 村

毎 に それぞれ の 全域に 分散するよ うに調査地区を予 め設

定 し、各調査地区で は住宅地図上にお い て 無作為に 選択

した住宅を調査対象とした．調査対象の各戸 に は躙査員
が 訪問 し、成人 で 事 故 当 日 昼間の 「自宅在宅者亅と「自宅

外 へ の 外出者亅の 各 路 ずつ に回 答を依頼 し．胴査票を留
め 置き郵送回収 し た。回 答 者 の 属性 を表 3．4に 示 す 。

（3｝躙査内容

　（1＞及 び （2）の調査 は ほ ぼ共通 した設問内容で 行われ た 。

両者間の 相違 は （1）の 調 査票 で は東 海 村 に よ る避 難 要請

や避難 の 実施 に 関 す る質問 内 容 が 、 （2）の 鯛査 票で は茨

城県 の 屋 内 退避 要請 や 屋 内退避の 実施に 関す る質問 内容
に置き換えられた点で ある 。 本 調査 の 設悶項 目は 次の と
お りで ある。
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表3．1350m圄地区調査 ヒア リング調査実施吠況

　 　 　 　 　 　 　 　 　朋 　　 鯛 鋭 　 　画 矧

表3．4 回答者の 属性

避難要請区峨内

避難要謄区域周辺部

貫顧
0

臼
◎

3

20742

　合 　　計　　　　　　　　1！3　　　　　95　　　　　　72

　　　　　 ＊戸数は、住宅 に 店舗 ・事業所 等を加 えた数

表3・235Cm 圏地区調査 ア ンケート回収状浣

　　　　　　　　画嬲 薇 　　 癩 歯回倣

避難要謄区域内

避難 要瞬 区域周辺部

7121 り
0

τ

1

　　合　計　　　　　　 38　　　　　 20

表3．3　R 内退避要請地域調聳ア ンケート回収状況

　　　　　　　屋 内澀 　　 忍獗 　　敏 鍛

　　　　　　　飆 ノLn
　 　 東海 村

　 　 那 珂 町

ひ たちなか市

　　　口立市

　常陸太田 市

　　 瓜連町

　 金砂郷町

33，9且443

，466103
，7077T
、　141379252

　8、612
　6，3例

　 800
　 900
名　1681

，700
　 800

　 300

　 300

1781213644111314548

水戸市

大宮町

2、069
　342

合 計 　312，8876 ，9681 ，29B

盤
　　性別，年齢 ，職業，家族 構 成 ，居住地 ，居 住年数 ， 事故

　　現場までの 距離，屋外ス ピーカまで の 距離

　　発 生に 　　　　 を　めて 知 o た

　　接触手段 ， 接鯉場 所 ，接触 日時．聴 取 内容 ，危 険性 認

　　識 ，不安の 程度 ，行動意向 ，他者との 連絡相談

一 一
　　接触手段，接触場所，接触日時，聴取内容，危険性紹

　　識 ，不安の程度， 行動意向，他者 との 連絡相談

p mn
　　避難／屋内退避実施方法，開始 日時， 実施の 契機 非

　　案施の 理 由 ，避難時同行者，移助手段，所要時聞

袰 性 別 年 齢

藩
鞘
繍
圍

鰹 　 想
殴 　　“

毟
9

り

葛
98

誓 蓄
り

喜

司

葺
莓

勲 圏國査 ．924 ？．852 ．2a28 ．710 ．919 ．623 ．914 ．118 ．5

Io  四国 憂 129849 ，8 軽7．9L59 ．316 」51 危 72 叺 821 、21Lo

鮒 17847 ．250．o0 ，66 ，71a5 且6．925 ，319 ．ヨ 8．4
砌 1215L244 ．60 ．89 ．11 軌 819 ．025 ．6L9 ．0 巳量。6

ひたちなか市 36449 ．748 ．4 塵，413．72L413 ．7 乳9．519．29 ．1
日立庶 4u49 ，647 ．9L79 。0 鳳 114．819．2 別」3 塵2．4

僧凶去田市 13149 ．6 εo．44 ，64 ．614 ．529 ．819 ．118 ．38 ，4
鰤 4551 ．： 48．92 。26 ．713 ．38 ．717 ．828 ．92a2

金砂郷町 侶 5＆337 ．50 ，04 ．2 噎L32ag 　22．922 ．91 ＆ 8

職 業

匡
韋
驫

　 　　匡

器 簍
剣 　　旧

綴
嚶

篠

起
皿

雲
剃

簾
皆

　　　霽
　　　蓋
樹　 ÷
帯　　 

響
駁

塑
e
申

瑚 綱査 29。3 ヨ．1　 0。0228 ．723 。9a2 　 9，82L7o ．o

巳晦 僵國査 29．1 鑑 4　 2．2 属 5 臥 9 且＆ 9a2 　 9．4L6 ．82 ．3

貰誕村 33．16 ．2　 5．6513 ．916 ．9M 　IL812 ．4 α 0

昂珂町 26．410 ，7 ’2．51a4 臥 61 ら9L7 　 5，81 ‘。o α 8

ひたちなか市 34．6z7 　 L6L1 臨 02 “32 ．21L315 ．7L6
日立市 25。！ 24 　 L5 翫 6 臥 3 箆」12 ．4　 7，3 麗 ．43 ．4

蠍 田市 2B．83 。8　 L56 」 6．1 龜9．14 ．610 ．7la 　73 ．8
瓜遷町 2ら46 。7　2」217．88 ．9 置3，32 ．2　 6」 凰L16 ．7

愈融郷町 1a7 ：0，4　a1 ％．o14．62 ．1 軌012 ，514．52 」

一 一
　　　外出先， 困り事， 翌 日の 通勤通学等 ，解除後の 行動

鑽
　　　JOOに閲す る認知度（社名・所在地・業務）， 臨界 の

　　　知識，原子 力 の 知 識

孅
　　　各情報伝逮手段の 評価，重 大性認臓の 契機，事故 に

　　　よる心配事，原子カへ の 信頼感く事前！事後）

　 なお、以 下 で は、JCOで 事故が 発 生 した事実に 関す る

情輟を 「事故発生情報亅、東海村による施設周辺区城 へ の

避難要請の 情報を 「避難翼賄情報」、茨城県に よ る半径

10  圏内へ の 屋内過避要請 の 情報を「退避要請情細 と

貢 うこ とに す る 9

4．35伽圏地区住民の 情報挫触と避難行勦

（1｝事故発生情綴及び避難翼臍侑報を初め て 知っ た状況

a｝情級擁触手段

　350m圏地 区住 民 が事 故発 生 情報 を 初め て 知 っ た 手段

は行 政系 の 情載伝逮ル ート（防災無線，広報車，役場職員 ・

警察官 か らの ロ 頭伝遼｝に よる場合が42％ を占め、中で

も防災無線 （戸 別 受信機 ，屋 外 ス ピーカ ）が 主 要な 役割 を

果た して い た （図4．！｝。

一方、マ ス コ ミ（テ レ ビ，ラ ジオ 》

張 性別，年齢，職桑に 関す る各数値は．各國査韲た は 各市町村毎の

回答考故を母敬 とした銘寧 《％）で あ る．

に よる場合、 及び 私的な情報伝達ルート（家族 ，親戚，近

所の 人 ， 仕事 関係者 ， 知人 等）に よ る場合 は それ ぞれ 25％、
27％程度だっ た。 なお 、こ れらの 比率は事故発生を避難

嬰鯖 と同時以降に知 っ た 回答者（9人）も含ん だ 結果だ が 、

そ れ らの 人 を除い て も各比 率 に ほ とん ど変動は ない。
　次に、避難要請情綴を初めて 知っ た手段は行政ル

ー
ト

に よ る場合hS61％ を占め て お り、住民 へ の 避難要 請の 周

知 段 階で は 行政ルートの果た した役割が さらに拡大 した

こ とが分か る （図42）。これ に 対 して マ ス コ ミや私的ル

ー
トに よる 場合は それ ぞれ10％、20％に とどま っ た 。

　この各情報を初め て 知 っ た手段は 回答者がい た場所 に

よ っ て 様相 が異な り、事故発生 を自宅で 知 っ た 人は 54％

が行政ル
ー

トだ っ た の に対 し 、 職場で知 っ た人 は私的ル

ートに よ る場 合が44％ で最も多 く、行政ル ートは2e％に

とどま っ た（図4．3）。避難要請情報 につ い て は、どちら

も行政ル
ー

トの 比率 が増大 し自宅の 場合（50人）には84％ 、

職場 の 場合（20人》には 30％とな っ た。この 結果 は、図4．1

及 び 図4．2で行政ルートの 比 率が高い の は各情報を自宅

で 知 っ た回 答者が 多か o た こ との 影響で もあ る 二 とを示

唆す る が、い ずれ に して も初動段 階に お け る350m圏地

区 内 へ の 情報 伝逢で 防災無線等の 行政ル ートが 大 きな役

割を 果た した こ とに は相違ない。
　 こ の ように住民が事故発生 や避難 要鯖の 情報 を初 めて

知 る段階にお い て行政 ル ートが重要な役割を占めたこ と

が 今回 の 事例の 特筆す べ き特徴 で あ る 。 そ の 理 由 と して、
東海村で は防災無線 の 戸別受信機が 全戸配布されて い た

こ と と 、 避 難婁 腑 区 域内で 役 場 職員が戸 別肪問 して 情報

周知 を図っ た こ と を挙げる こ とが で き る。

b）惰毅接触時刻
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仕事 図簾

逓所の丿聰

　 囎 碼

竃卸

ラS7才2S

図4．1350m 圏：事故発生情報を初めて知っ た手段 （N＝92》

図4．2350m圏 ：避難蟇請情報を初めて知った手段 （N ＝92）

自宅

⊂鵬 54｝

聰場
（N＝25》

その他

ChtS12〕

e瓢 2臨 鵬 eos 剛 lea覧

図 4．3350m 圏：場所 圃 事故発生情報を
　　　　　　　　　　　　　 初め て知っ た手段 （N＝92）

　 350m圏地 区住 民 が 事故発生 情報を初め て 知 っ た の は

12時 〜13時 に 集中 し た （図4．4）。 こ の 時間帯に は東海村

の 防災 無線に よ る広 報 と、NHK の ニ ュ
’一ス 速報が開始さ

れ て い た た め で あ る 。 実際 に、こ の 時間帯に事故発生を

初 め て 知 っ た 46人 の う ち防 災 無線 に よ る場 合 が 21人
（葡 ％）、マ ス コ ミに よ る場合が 14人（30％）で あっ た。
　 次に 、避難要請情報 にっ い て は、IS時に避 難 要 請 が 決

定され て か ら350m圏地区の 住民 にそ の 情報が行き渡る

ま で に 約 3時間を要 して い る （図4．4）。 こ の 所要時間は

3SOm圏 とい う極 め て 限定的な範囲 で、屋外ス ピーカ と

家 庭 の 戸 別 受信機を通 じた 広 報に加 え役場職員の 戸別訪

問まで が 実施 され た結果で あり、む しろ最善を 尽 く した

結果 で あっ た と思わ れる。

　 こ の 避難要請情報 を初め て知 っ た 時刻 を職業別 に 比較

す る と 、 専業 主 婦は それ以外の職業者 より避難要 請情報

を 知 る の が 早か っ た （図 4．5）。 こ れ は避難要請 の 周知活

動が350m圏地 区内で 集中的に行われた こ とか ら、昼 間

自宅 に い る こ との 多い 専業主婦は その 情報を受けやすか

っ た ため と考 え られ る。ま た 、当時店 舗 や 事 業所 に は戸

別受信機が未 配布 だ っ た こ とが 、 他 の 職業者の 情報接触

を遅 らせ 、相対的に 専業主 婦 の 情報 接 触 が 早 か っ た とい

う現象 の
一

因に なっ た と も考え られ る。

（2）避難 の 実 施状 況

　こ こ で の 分析 で は 「350m圏 地 区 内で就 労 して い る が居

住地 は 別 の 場所 亅と い う回 答者 の デ ー
タ は 除い た

。 そ れ

らの 人 は避 難 要 請 を受 け て も自宅へ の 帰宅で 済む た めで

あ る 。 従 っ て 、350m 圏地 区 の 居 住者81サ ン プ ル を分析

対象とした 。
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　　　　　　 図 4．6350m圏：避難奚施状況

　事 故当 日の 避難 の 実施状況 と して は、避難 要請区域内
の 回 答者 の 85％ が 自宅外 へ 避 難 した が、「自宅で 屋 内退

避 し た∫とか 「避難や屋内過避 は しな か っ た 1とい う回答
者 も い た （図 4、6）。一

方で、避 難 婁 請 区域外 だ っ た周 辺

部の 回答者で も 自宅 外 へ 避難 した人が少なくな か っ た。
　自宅 外 へ 避難 した 人 が避難を決 め た契機 と して は 「避
難 要 請が 出 た か ら」「広 報車・防災無線等で 聞い て 」な ど東

海 村 に よ る 避難要 請の 情報をきっ か けとした 人 が 多か っ

た。こ れ に 対 し 「JCO で 事故 と知 っ て 」「臨界 が 継続 して

い る と知 っ て 」など事故事 象に 関す る情報か ら 自主的に

判断 して避難を決め た人 は少 な か っ た （図4．7）。

　避難要 請 区域内に も拘わらず自宅外 へ 避難 しな か っ た

回 答 者 は 6人 い た が そ の 理 由 に は 「不 安 を感 じな か っ た 」
r避難 して も 意味 が ない と思 o た1の ほ か r体調 が 悪 か っ

た 亅な どが 挙 げ られ た 。 周辺部で避難 しなか っ た 人 の 理

由は 「避難要請区域内で は な い か ら」が大半だっ た 。

（3）避錐実施の 意思決定へ の影響要因

　こ こで 35Cim圏地区住民の 避難寞施 ！非実施 の 意思 決 定

に影 響 を 及 ぼ し た 要 因 に つ い て 検肘す るた めに、自宅 外
への 避難実施 の 有無 を 目的変数として 数量 化 ll類分析 を

行 っ た。前 節 と同様 に 350m圏地 区の 居住者81サ ン プ ル

を分析対象 と した 。 回 答者の 約半数が 避 難 を 実施 して い

た た め 周 辺 部 の サ ン プル も分析対 象に 含め た。数量化 皿

類分 析 の 説 明変数候補とした変数 は 次の とお りで あ る  
。

躔
　　　性別 、 年齢，職業，家族構 成
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　　 r自宅か ら事散現 場ま で の 距薩jに 関 して は、現 場 まで

， の 距離 が近 い ほ どカ テ ゴ リ数量が 大 きく、遵難の 実施が

　 促進 され た こ と を示 し て い る。二 の r距離亅変数は 「避 難

　 要請 区域 の 内外i変数と高相関で あるため 、
「避難 要 請 区

　 城 内 は避 難 を行 い 区域 外 は避 難 しな い 傾 向 に あ o た 亅 と

　 も換言 で きるが 、 各変数を用い た 場合の 固有値や的中率

　 等を比 較 した 結果として 今回 は 「距離」変数 を採 用 した 。

　　 事散発 生情報 及 び避難要 鯖情報を 初めて 知っ た 手段 に

　 関 して は、私 的 ル
ートで 情報を知っ た場合 に避難が最も

　 促 進 され た の に 対 して、マ ス コ ミの 場合には あ ま り促進
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　 図4．9350m圏：避難 ・塵 内退避開始の 時間分布 （N＝8t》
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　 　 　 　 　 腑情綴 A の接触」の曲線は 、図4．4中の曲線と1ま具なる。

されなか っ た。マ ス コ ミよ りは行政ル ート（村役場）、 行

政ル ートよ りは 私的ル
ー

ト（家族 ・知人等）とい うように

なるべ く身近な者か ら惰報を得るほ うが避難実施の 決定

に 至 りやすか っ た と曾 え る。ただ し、この こ とを現実 的

な対策に反映させ るにはもう
一

段の 考慮 が必要 で ある。
辷の 点は 最後の 考察中に述ぺ る。

（4）避難の開始時刻と移勘手段

の避難開始時朗

　こ こで も前節と同様 に350m 圏地区の 居住者Slサ ン プ

ル を分析対象とした 。

　避難等の 開始時刻として は、（避難せず）自宅で屋内退

避を開始 した の は 15時 〜 16時 とい う人 が 最も多か っ た の

に対 して、自宅外 へ の 避難開始は16時〜17時が最も多か

っ た （図4．9）。 こ れを避鍛要請情報を初めて 知 っ た時刻

分布 と比較す る と、濫難要 請を受けて か ら避難を 開始す

るまで には少なからず時間差が生 じて い る ． これは 自宅

外 へ 避難す る た め の 準備時間だ っ た と思 われ る。
b）避難手段

　棄海村で は住民避難に際 して 、避難要請区城近 くの 家
電量販店の 駐 車場な ど2e 所 に 住民を集 め 、そ こ か ら避

難所 （舟石川 コ ミ ュ ニ テ ィセ ン ター
，以下 r舟石 川  」と

言 う）ま で 住民をバ ス で 搬送す る措置 を とっ た 。しか し、
その 集合場所 に集 っ たの は 自宅外 へ 避 難 した 回 答者の

ll4程 度 に と ど ま り 、 自宅 外 避 難 者 の 約半数 が 直接舟 石

川 CC へ 避難 して い た 。 とこ ろが 、集合場所 とな っ た家

電量販店 に 隣接 した街 区 に限 っ て は 6割がそ の 駐車場 に

集合 して い た。こ れ らの こ とか ら 、 住民 が 避難 方 法を決

定 す る過 程 と して 「集合場所 が 目の 前 に あれば 徒歩で 集

合す る が、そ うで なけれ ば自家用 車を利用す る。そ して

自家用 車 を使 うの で あれ ばそ の ま ま 避 難 所 ＾ 直 行 す る 亅

とい う流れが あっ たと推察され る 。

　実際 に、舟石 川   へ 避難 した 回 答者 （47人）の 移動手
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図5．110   圏：市町村別 事故発生情報を
　　　　　　　　　　　　　初めて知っ た手段 （p〈0．1％）

段 を見 る と 「自分・家族 の 車亅な ど 自家用 班 に よ る避難が

64％ を占め た （図4．10）。「村が 手配 したバ ス J「村が 手 配 し

た 車亅との 回答は合わ せ て 36％ に とどま り、行政が 手配

す る避難手 段 に は頼 らず独 自に 避難 した人が 多か o た 。

　 ま た、こ れ とは 別 に、舟石 川 CC で はな く別 の 場所 へ

避難 した人 （10人）も大半が自家用車を利用 したと見られ

るが 、仮にそれを合わせれば 自宅外 へ 避難 した人の 約7
割が自家用車 で避難 した と推測され る。こ の 点 は今後の

原子 力防災計画等 にお い て 対応を考慮す る必 要が あ る 。

5 ．10km圏地域住民の 情報接触と屋内退避行動

（1）事故 発生 慵報没ぴ 退避要請檎報 を初め て知 っ た 状況

a》情報接触手 段

　 10km圏 地 域 住民 が 事 故発 生 情報及 び 退避要 請情 報 を

初めて 知 っ た手 段は、全体で は マ ス コ ミが 半数以 上 を 占

め （図5．1）、 その 大半（マ ス コ ミの 85％）はテ レ ビだ っ た。
東海村で は私的ル

ー
トが 最も多く、行政ル

ートもマ ス コ

ミ と同程度だ っ た点 が他 の 自治体と異なる。
　次 に、事散発 生情 報 を 自宅 で 初め て知 っ た場合の 手段

を見る（図5．2）。 職場や学校などで事散を知 っ た場合 に

は居 住地 とは 別 の 市 町 村に い た 人 も含 ま れ るた め、この

「自宅で 初め て 知 っ た 場合の 手段」が 市町村毎の 特徴を典

型釣に 表す と言 え る 。 東海村で は行政ル
ー

トが60％と大

きな役割を占め た 点が 特徴的で ある 。 こ れに対 し東海村
以外 の 自治体 では そ れ ぞれ57〜86％ とマ ス コ ミへ の 依存

が 高か っ た。全て の 市町村で 私的ル ートの 比 率 は 低 い 。
　
一
方、私的ル ートの 比 率 が 高か っ たの は 「職場亅で 事故

発 生を 知 っ た場 合 （全 体で 376人）で あっ た。該 当 する回

答者 が少なかっ た瓜 連町 と金砂郷町 を除 く各市町村で は

60 〜 78％ と私 的 ル ートの 割 合 が 軒並 み 高か っ た。残 りの

大 半はマ ス コ ミで あ り、行政ル
ー

トは ご く僅かだっ た。
　 図 5．1及 び 図5．2に 共通 す る 傾 向 と して、行 政ル

ートの

比 率 が東 海 村で は 比 較的高か っ たの に対 して 日立市や常

　 　 東海村

　 　個 5｝

　 　 那珂町

　 　CN＝ s9，
ひたちなか市

個 50｝
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図52　10kmkl ：事故発生情報を自宅で
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図5・3　1°km圏 ：年代別 鞦 姓
驕鳶知。 た手段 （，〈。1，）
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（隅 464〕

農漁・自営

tN＝161）

専粟主鑷

〔N 　2“ ｝

学生・無職

くN＝3eg ）

図 割 輔 燃 解 故難
臘 知。 鱒 段 （，，。．1、，

陸太 田市で は特 に低 か っ た。こ の 相違 は住民 へ の 情報伝

達の 初動対応 と伝達手 段 の 違 い に起因す る と考 え られ る。
っ ま り初 動 対応 と して 東海村は 日立市・常陸太 田 市よ り

も早い 段 階か ら住民へ の 広報 を 開始 した 。 また 広報 手段

と し て 東海村で大 きな役割を果た した防災無線の 広 報シ

ス テ ム が 日 立 市・常陸太田 市で は未 整 備 だ o た。
　事故発 生情報 を初 めて 知 っ た手段を回答者の 年齢で 比

較す る と、マ ス コ ミ と私 的ル ートの 比 率 が各年代 間で 顕

著に 異な り 、 高い 年代 ほ どマ ス コ ミの 比 率 が増加 し私的
ル
ートの 比率は 減少 した （図5．3）。 また職業別 の 比較で

は、会社員等 は私 的ル
ートで 初めて知 っ た人 が 半 数以 上

に 及 ん だ。そ の 3’4は 「仕 事関 係 者 」に よ るもの で ある 。

こ の 点で 会社員等は他 と著 し く異な っ た （図5．4）。
　この ように箏故発生情報等を初めて知 っ た手 段 に関す
る特徴と して は、市町 村別 の 相違の ほ か、年齢や職業等
の 個人 的な条件 か ら の 影 響 が露 め られ た。今回 の 事 例 の

よ うな 突 発 的 な 災害 に お け る情報 伝 達 の 状況は、情報を

発する側と受ける側 のそ れ ぞ れ の 条件 に影響され る こ と

を示 して い る 。

　さて こ こ で 、「事故第
一

報を 知 っ た 情報源」に つ い て 先

行研究・調 査 と本 調 査 の 結果 とを比較す るes）
。 先行 研 究

・

調査で は 居住地以外 の 条件による属性別 の 分析結果ほ 報

告 され て い ない 。そ こ で 図5．Sに 東海村民が箏散第一
報

を 知 っ た情報 源 に 関す る 各 調 査の 結 果 を示 す
3Npm ）11）。

一237一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstitute 　 of 　 Sooial 　 Safety 　 Soienoe

　 ＊旗臺｛IPtl78，

　 　 響6 ｛ll＝tS9，
　 　江風匸闇 3，

鼠覇”便叡 騰略 o帥

鋳四雁蘭‘舮 1“ ｝■
墨剳 躍ら‘塵 11瓰 ｝■

　 慶盤ら‘鵬唱 30｝o

0覧　　　　 20覧　　　　 4臍 　　　　　60覧　　　　凹覧　　　　100覧

図5」5他調査との比較（粟慰村民の 事故第一鞦情報源）

　 喋 計対象が異なる、または 複数回答のため単純には 比紋 で囈ない。
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図5．6　lekm圏 ：各惰穀を初めて知っ た時刻（“i＝ 129B｝
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ただし共同行動・廣井ら・長谷川らは 東海村と那珂 町 等の

回答者を合算した集計結果を示 して い る ため単純に は 比

較で きない 。 本矚査の結果は、齊藤の結果 と傾向が良く

似て い る ． 江尻や東海村役場の 結果とは傾向が多少異な

るが、東海村役場 の 調査 で は 回答者中に女性（61％）ま た

は専業主婦 （31％ ）が箸し く多い こ とが差異の一
因 と考え

られ る。江 尻 との 差異の 理 由は 不 明 であ る。
b）懈 隈接触時刻

10  圏地城住民 が事散発生猜報を初 めて 知 っ た 時刻

は、夏2時 〜 13時が約20％ と最も多く、各時間帯毎の 人数

は 当 日 夜 に か け て 徐 々 に減少 し た （図 5．6》。 こ の 時刻分

布 を 市町 村別に 比 較す る と、東梅村民 は事故 発 生情報 を

知 るの が 著 し く早か っ た （図5．7》。 東海村が 住民への 広

報 を最 も早 く開始 した こ との 反映 と営 え る、
　事故発生情報を知っ た手段別に その 時刻を比較する と、
私的ル

ー
トで 惰報を知るタイ ミン グは行政ル

ー
トやマ ス

コ ミに 比 べ て 遅 い 傾向に あっ たく図58）。 こ れ は 、まず

マ ス コ ミや行政ル
ー

トで 事故発生が伝えられ、次に その

情 報 を知 っ た住 民 が家族 や 知人 に伝 え る とい う情報 伝 達

経過 に起因するもの と考えられるo

　 「事 故 の 第
一報 を 知 っ た時 刻亅に関 して本 調 査 は 先 行 研

究・調査の い ずれ とも齟籍の ない 結果だ o た
3｝1）sell〕。

　次に、退避要請情報を初めて 知っ たの は21時 〜 餌 時と

の 回答 が多か っ た 《図5．6）、 茨城県の 屋内退避要請の 発

表 が 22時3吩 で あ り 、 2tee4S分頃か らNHKPt そ の 予 定を

速 報 して い た た め で あ る．とこ ろ が 、退 避要 請 情報 を知

っ た時刻 が 30日の 午後か ら夕方 との 回答 も少 な くな か っ

た e こ れ は そ の 時間 帯 に各市町村が r外 出を控 え る よ う

に 」な ど と呼び か けた の を 「屋内退避蟹睛」と認識 した 回

答者 がい た た め と思われ る。

（2｝漫内退避等の奚施択況

10  圏地域全 体で は回答者の 63％ が 自宅で の 屋 内 退避

を実施 し、「避難 ・屋内退避を実施せ ず亅との 回 答 は25％

だ っ た e 東海村に 隣接しな い常陸太 田市・瓜連 町・金 砂 郷

　 露潟村

　 0圖 7の

珮
　 胴 21｝
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　o剛 ，

　 日立常
　 姻 伽
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図5710   圏 ：市町村別事故発生情轍を
　　　　　　　　　　　　　 初め て知っ た瞬刻 （pく0，1覧）
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鰤
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呱

　　　図5．910   g圏 ：市町村別 置 内退避等実施状況

町 で は この 非婁施者 の割合が 比較的大きか っ た （図5．9）。
　屋 内 退避等を始 め た 契機 として は 「io  個 に屋 内退避

要請 が 出た 亅と 「テ レ ビで 大きく報道」の 2璽因が他を大き

く上回 っ た。一方、屋内退 避 等を行 わ な か っ た 場合の 理

由 と して は 「屋 内 退避嬰請を知 らなか っ た亅あ るい は 「佳

事等の事情亅との 回答が多か っ た e

　10km圏で 自宅外 へ 避難 し た 回答者 は全体 の 3％ と僅か

で あ っ た が 、 そ の 中で は居 住地、年齢、職業、JCO の 認

知 度、事故に よる不安感の 各条件毎 にそ れ ぞ れ JOOか ら

4  以内、10代〜30代、会社員ま た は専業主婦、多少な

りともJ◎0の認知 あ っ た 、 強く不安を感 じた 、 とい う人

が 比 較的多か っ た。

（3）麗 内 退避 等 実 飽 の 慧思 決 定 《 の 影 響要 因

こ こで 10  圏 地 域住民 の 屋 内退 避等の 実施俳 i眺 の

意思決 定 に 影響を及ぼ した 要因 に つ い て 検肘するた め に、
屋内退避または避難奚施の 有無 を 目 的変数 と し．以 下 の

各変 数 を 脱 明 変 数 候 補 と して 数 量 化 皿類分析を 行っ た C2｝。
贐

　　　性副 ，年齢 ， 職業，家族 構成

腿
　　　市町村， 自宅か ら事散現場まで の 距離
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表 5 屋内退避等奥施決定に関する数量化 π類分析結果

7 イテ ム嶺 カテゴり察
力
羅

り
瞰 レゆ

個相関
係数

年齢 10”30僅 0．3師　　216
  50代 峨 102　　294　0．553a106
60代以上 ■o．259　 　 2循

職露 會社 員等 ・0．371　 　265
農糒

・
自 →》．185　　 麟

寡象圭揚 O．567　　 1600 」93直 0，136

学生・価職 0．108　　216

家譲構醸 1世代 軌箆1　 留4
2世代 噸．137　 3050 ，細 0LO66
3世代以上 噌0．013　　 1爲
幻3  0」695　　 糾自宅か ら事故

嵒生現塙まで

の 踉離

3  卿5  α208159
5  旬7  ■0．08ゆ 1880，995q127
訓  卿9  一〇 1971 鵠

9  鱒 一〇．301165
事前に あり o」715132JCO 爵往地の

認短 事前になし →．159593o ，8740 」140

縞 0L　1122 載事飯前の 原子

カへ の信頼感 わか らない 一〇，023　 　 60O ，173o ，o糾
信緬

マス コ ミ 嚠0，092　　394亭故蛸生傭鰍

を初めτ知っ た

手殴

行政H α271　 　 71 α3630 」049
私的舮 卜 賦066　　200
自宅 広 147　 　 3η事敵露生鰭報

を初めて知うた

場断

崩 一α 145　　215　0．誰0 α 閃 6
その 飽 一〇，173　 　 137

聞い た α 0昭 　 　661肉啓r原予 力関
這の　改1 闘か ず ■0．446　 　 馴

軌  9o ．059

マ ス コ ミ 馴0，007　　472退避憂緕惰報

ぎ翻めて 短った

甼融

行政舮 卜 0，215　　178 α 680 α 077
私的舮 卜 鴨0，455　　 75

9 宅 0．062　 　 654遇避嬰鯖情報

を面めて知b た

塙蹶

黝 ・◎．oo1　 　 28 α 6620 ．076
その 他

飼1勘 0」545　 　1羽遙避星謝 胄臓

を靭めて短つた

賻麟

17閲2塒 0」2　　 181
2ト 2鞘 α060　 　3121 ．975o 」躅o

2櫛 卿 一1．430　　104

囲いた α 050　 　鷺 1痢8rJOOIこ闘

すること 聞か ず 屯 128　 　 204
α 1780 ，0糾

塵内逼避箪奚施者のIO ： 0，21t
　 　 　   智の重心 ：

−o．箔6
　 　 　 　 　 　 分闘貞 ：

・o．273

1！lll91111；9QR

固騫但 ；0．159

的申串 ：70．蹄

社洛 ，所在地 ，業務に 関す る各認 知度

r w
臨界，原子 力に 関す る各知識 ，原子力 へ の 信頼感

一 一
接触手 段 ， 接触場 所 ，接触時刻 ，原子力関連 の 事故

と い う内 容聴取 の 有無，JCO に 関す る情報内容聴

取の 有無，退避要 請に 関する情報内容聴取の 有無

めて知 っ た

　　　接触 手段 ，接触場所，接脹時刻，原 子 力関 連 の 事 故

　　　とい う内容聴取 の 有無 ，JCO に 閼 す る情報内容聴

　　　取 の 有無，退 避要 請 に 関す る 情報内容聴 取 の 有無

　退 避要請 情報に つ い て は 、それ を初 め て 知 っ た 時 刻 の

回 答結果か ら回 答者の 中に は各市 町 村 に よる外 出 自粛の

呼 び か け を 「屋 内退 避 要 請 」と認 職 した 人 が含 まれ る と推

察 され た が 、 こ の 分析で は 、 各住 民 が 「屋内退 避 が 嬰 請

され た亅と受 け とめ た情報 も 「退避要請情報亅に 含むもの

と広 義的に捉 え、こ の 変数も分析に 用 い るこ とに した。
　数 量 化 皿 類 分析 の 結 果 を表5及 び 図5．10に 示 す。カ テ

ゴ リ数量が 大 きなもの ほ ど厘 内退 避 等 の 実施 を促 進 した

項 目で あ る。lakrn圏 地域 住民 の 屋 内 退 避等 の 実施／非実
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図5．1010   圖 ：屋 内 退避等実施の意思決定へ の

　　　　　　　　　　　　　　影響翼因の カテゴ リ数量

施の 意思決定に 対 し影響力の 大きな要因は 「退避要請情

報を初め て 知っ た時刻」r自宅か ら事故発 生現 場 まで の 距

離亅「職業」「JCO所在地 の認 知度亅な どで あっ た．
　 「退 避 要請情報を初 めて 知 っ た 時刻jに関 して は s 早期

で あ る ほ ど屋 内退遜等の 実施 が促進され る傾向に あ っ た 。

た だ し、こ の 場合 「退避饗 請情報 を知 るの が 遅か っ た 亅と
い うの は 「夜 か ら深 夜だ っ た 亅こ とを意味す る点 に留 意す
ぺ きで ある。茨城県に よる屋内退 避 要賄 が夜間で なく昼

間だっ たとすれ ば異なる 結果に なっ た と も考え られ る。
　 「自宅 か ら事敖発 生 現場まで の 距離jで は、現場に近 い

ほ ど屋 内退避等の 実施 が促進され た 。 事故現場からの 距

離要 因 の 影響が 良く現れ て い ると言える。また 東海村 に

隣接 しな い 常陸太 田市・瓜 連町 ・金砂郷町で 屋内退避等の

非実旛者が 多か っ た結 果 と も合 致 す る。
　「職業」に つ い て は 、 自宅 に い る こ との 多い 専 業 主 婦 の

場合 に は 屋 内退避等 の 実施 が最も促進 され たの に 対 して 、
会社 員等 の 場合に あま り促進 されなか っ た。

　「JCO 所 在地 の 認 知 度亅に っ い て は、　 Jco の 所 在地 を知

っ て い た 人は 屋内退避等を実施す る傾向に あ っ た 。 JCO
とい う事業所 の 所 在地 な ど具 体 的 な イ メージ を持 つ 人 の

ほ うが 危機感 を現実的に捉 え るこ とが で き、そ の こ とが

屋内退 避 等の 実施決 定を促進 した もの と考 え られ る e
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6 ．まとめ

　」00 臨界事故時の 地域住民 へ の 情報伝逮及び 住民の 対

応行 動 等の 実態を把握す る た め に避難要請区城・周辺

（3SOmpm地 区）及 び屋内退避 蟹 請地域 （10im圏 地 域 ）で住

民 躙査 を行 っ た。350m圏地区觀査 で は 地区 内の 住 民及

び 就労者 兜 人 か ら回 答 を得 る と と もに 、 10  圏地城鬮

査で は7市町村 の 住民 1298人から回答を得た。そ して収

集された データ を利用 して 住民属性等 と檜報接触状況と

の 関 連性分 析、及 び、住民 の 避難・屋 内退 避の 実施！非寞

施の意思決定へ の 影響要因に 関す る分析を行 っ た p

　350m圏地区の 分析 で は次 の 点を明らかに した 。 初動

段階に お ける住民へ の 情報伝達で は 防災無線を主 とする

行政ル
ートが 大きな役割を占め た が、350m圏地区住民

へ の 避 難 嬰 鯖の 周 知 に は約 3時問 を要 した 。 住 民 の 避 難

寞施は事故貔場 に近い ほ ど促進されたほ か、避難要請等

を初め て 知 っ た 手段 と して は 私 的 ル ー
ト、行政 （村役場）

ル
ー

ト、マ ス コ ミの 順で 住民の 避難を促 した。 そ の 避難

実施に つ い て 、 事故事象に 関する情報か ら自主的に判断

で きた住民 は 少 なか っ た。ま た、自宅外 へ 避 難 した住 民

の 約7割が 自家用 車を利用 した と推測される。
　10km圏 地 域の 分 析 で は 次の 点 を明 らか に した ． 10 

圏全体と して 事赦発 生悄報を初め て 知っ た手段はマ ス コ

ミに 依存 して い た が、東海村 で は行政 ル ートの 役割 が大

き か っ た。 住民 側の条件と して職業が 「会社員等亅また は

事故発生を知っ た の が 「職場亅だっ た場合には 、 仕事関係

者を主 とする私的ル
ー

トで 初 め て 知 っ た人 が 半 数 以上 に

及 ん だ 。 その 私的ル
ートで 情報を知るタイ ミ ン グは行政

ル ートや マ ス コ ミよ り遅 い 傾 向 に あ っ た 。 屋内退避等 の

実施ノ非奚施につ い て は、退避要請情報を知 っ た時刻が

早い ほ ど、 自宅 か らJCO までの 距離が近 い ほ ど、そ して

職業が専業主婦 の 場合 、 JCOに関する 腮知 が あ っ た場合

などに住民の 屋内退避等が促進され る傾向に あ っ た 。

　以 上 の 結果 に 基づ き、原子力防災計画や緊急時対策の

実効性向上に資する こ とを意図 し考察を 述べ る 。

・ 行政か らの 情報伝逡に 関 して は、情報の 遅さや不 足 を

　理由 に住民 の 評価は 必ず しも高くなか っ た
4｝S｝S「e｝10。

　 しか し東海村で は 初動段階で の住民 へ の 事故発 生や避

　難翼請の 情報伝達に お い て 防災無線等 の行政ル ートが

　非常に 重婁な役割を果た して い た 。 この こ と は、住民

　 の 評価 とは別 に、留意すべ き点で あ る。
・ 原 子 力事敵・災害の 初動段 階に お け る地域住民へ の 緊

　急な 情報伝逵に 関 して は、防災無線に 代表 され る行政

　ル ートが 担 う役割 は大き い と考え られ る。こ の 部分で

　 の 慱報伝逮の 迅速化と活発化を図 る こ とは 的確な防護

　対策を促進す るために も重要 で あ り、自治体か ら住民

　 へ の 情報伝達手段・設備の 強化が必 嬰 で ある 。

● 避 難 要請 等 の 情報 を初め て 知 っ た 手 段が家族・知人・仕
　事関係者等の 私的ル ートだっ た場合に は住民の 避難が

　 促進 され た 、 とい う結 果が 得 られ た が、避難竪 鯖の よ

　 うな 情報 の 場合 には 私的ル
ー

トで伝え られ る 情報 も元

　をた だ せ ばマ ス コ ミや行政 ル ートで 報 道・広 報 され た

　情綴で あ る、また、私 的ルートの 情報伝連 だ け を 短 時

　間で 意図 的に 活発化 させ る の は 困難 と思われ る。従っ

　て、避難実施を促 進させ る た め に は 、 残 る情報伝遂ル

　
ートの 中で も避難を促す作用 の 強か っ た行政 ル ートの

　情報伝逮を活発化させる こ とが 現 婁的な方策 で あ る と

　考え られ る 。

●
一

方、事故・災害の 初動段 階以 降は 、行 政 が 独 自手段

　の み で住 民 へ の 情報 伝 逾を 充足 させ よ うと企図するよ

　りは、マ ス コ ミ との 協力・連携を図 る ほ うが得策で あ

　 る と考えられ る。
． 今後の 防災計画や緊急時対策で は住民へ の 情報伝達に

　は数時間以上 を嬰するこ と を想定すべ きで ある。

． 緊急 時 の防護対策 を開 始す る には 、 住民の 自主 的判断

　を期待す る こ とは難 し く、当初段 階か ら防護対策の 実

　確 の 適否に つ い て 具体的な指示 が必要で ある。
○ 原 子力防災計面で は、住民避難に 関 して バ ス 等に よ る

　住民の 集団搬送と、住民へ の 自家用箪利用の 自粛要請

　が 計両 され て い る。 しか し東海村の 事例を参考とすれ

　ば避難の た めの 自家用車が 大量に発生するこ とが 予想

　される。 自家用車の 利用自粛を求め るぱ か りで はなく、
　自家用車の 大最発 生を想定 した上で交通誘導等の 対応

　策を遒備 しておくこ とが必翼で ある。

補注

（1） 自治体等の 関係機 鋼の 対応は 参考文脚 ），2｝，6〕の 起載 内容、
　及び各 自治体 へ の 聞き取 り鯛査の 結果 をとり まとめ た● また

　テ レ ビ組道につ い て は各局 の 放送 を録園 し計測 した。
〔2｝最初に情紐を知 っ た後に情報 を得 た情組源の 種類や 情縁 内

　容 等、こ こ で挙げ た以外に も影 響を及ぽす要因はあ り得 るが、
今回 は 本調査で 収集 したデー

タ の 範囲内で 分析 を行 っ た．
（3）先行研 究では調査対 象に3SOrp圏の 住民を含 まな い、また

　は 全回答者 中に 占める 割合が小 さい ため、本 認 査 で は 1｛ 

　圏地域晒査の 市町村別 の結果 と比較するの が適 して い る 。
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